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Ⅰ　はじめに
　わが国では、精神障害者の退院や生活のための相談援助を行う精神科ソーシャルワーカ
ーが、精神科病院を中心に 50年以上前から活躍してきた。精神保健福祉法制定後は、精
神障害者の社会復帰を促進する人材と資質の確保を図るため、精神保健福祉士の資格化が
強く求められるようになった（厚生労働省 2011）。このような歴史的背景のもと、1997
年に精神保健福祉士が国家資格化され、ソーシャルワークの専門職として活躍している。
公益財団法人社会福祉振興・試験センター（2017）によれば　2017年 9月末時点でその
登録者数は 78,115人となっている。
　社会福祉領域における専門職が成立するための要件として、秋山（2007：87 ‒ 90）は
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先行研究を整理した上で、①体系的な理論、②伝達可能な技術、③公共の関心と福祉とい
う目的、④専門職の組織化（専門職団体）、⑤倫理綱領、⑥テストか学歴に基づく社会的
承認、の 6つに整理している。わが国でも社会福祉にかかわる様々な専門職の組織化と
倫理綱領の制定、養成教育の確立が歴史的に進められてきている。
　精神保健福祉士の全国的な専門職能団体としては 1964年設立の日本精神医学ソーシャ
ル・ワーカー協会（現、公益社団法人日本精神保健福祉士協会。以下、日本協会）がある
ほか、各都道府県単位でも精神保健福祉士の職能団体が設立されている。
　筆頭筆者は大学教員になる以前に、精神科病院にて精神保健福祉士として実践を重ねて
いたが、日本協会や東京都における職能団体である東京精神保健福祉士協会（以下、東京
協会）へ入会し、職能団体が提供する研修への参加を通じて自己研鑽を積んでいた。つま
り、職能団体は現任の精神保健福祉士が力量を高めていく役割の一端を担っていると言え
る（今井 2013）。
　筆者らは東京協会の研修部が召集した「研修ニーズ調査班」のメンバーであり、筆頭
筆者は研修部を任されている。東京協会の歴史は古く、1960年代から研究会として活動
しており、1992年に日本精神医学ソーシャル・ワーカー協会東京都支部へ発展的改組し、
2000年には国家資格化に伴い名称を東京精神保健福祉士協会へと変更している。
　東京協会は、東京都における精神保健福祉の普及啓発活動を行うとともに、精神保健福
祉士の質の向上や社会的地位の確立を目指しながら、精神障害者とその家族の福祉の向上
に寄与することを目的に活動している。その意味において、筆者らが担当している研修部
の果たす役割は大きく、東京協会の会員に対し、質の高い研修を提供するための試行錯誤
が続いている。
　しかしながら、協会活動の一環である研修の企画、運営に携わる会員は少なく、慢性的
な人材不足に加えて、本業との兼務という多忙な環境に置かれ、研修対象者を限定した画
一的な研修内容になりがちな現状がある。
　また、会員の実践領域も医療機関や障害福祉サービス事業所に加えて、学校教育・司法・
産業など多岐に渡っており、このような状況の変化を視野に入れると、会員の研修に対す
る期待や要望（以下、研修ニーズ）は多様化していると推察される。
　このような背景を踏まえ、東京協会では、会員の実態と研修ニーズの把握が急務である
との問題意識をもち、筆者らが調査班を立ち上げ、調査を実施することとなった。調査は『研
修ニーズと業務状況に関する調査』として、東京協会の正会員に対し実施した。その調査
結果については、2017年 9月に開催された第 16回日本精神保健福祉士学会学術集会に
て演題発表を行い（坂入・宮井・田保他 2017）、その後、東京協会の機関誌である『東京
PSW研究』に詳細な調査結果を全文掲載しているのでご参照いただきたい（東京精神保
健福祉士協会 2017）。
　この調査において、過去 1年間の東京協会主催の研修への参加の有無について尋ねた
ところ、回答者 191人中、参加したことがあると回答した正会員が 108人（56.5％）と
半数を超えているものの、まだ 4割強の正会員が研修に参加していないことが明らかに
なった。
　そこで本稿では、この調査の分析を深め、正会員の研修参加にどのような要因が影響を
与えているのかを明らかにすることを目的として追加の統計学的分析を行ったのでここに
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報告する。
　なお、本稿にて調査結果を報告することは、東京精神保健福祉士協会理事会にて承認を
得ている（2017年 9月 29日）。
Ⅱ　調査概要
１．調査の目的
　東京協会正会員の実態（職場における状況・雇用環境・人材育成環境・基本属性など）
を明らかにすること、及び、東京協会主催の研修参加にどのような要因が影響を与えてい
るのかを明らかにし、会員の研修ニーズにさらに応えていくための基礎資料を得ることで
ある。
２．調査対象・方法・調査期間
　2015年 9月時点での正会員 490人全員を対象に無記名式調査票を郵送した。調査期間
は 2015年 11月 2日から 11月 30日までとした。
　分析には統計解析ソフトの SPSS Statistics 23を用いた。
３．回収率
　回答数は 193通であり、回収率は 39.4％であった。回答の統計分析にあたり、一定程
度の記述が必要となることから、回答が極端に少ない調査票を除いた 191通を有効回答
とした（有効回答率 39％）。
４．調査項目
　調査項目は、①回答者の基本的属性、②実践場面や業務における状況の把握、とした。
①については、回答者の基本的属性に加え、スーパービジョン体制の有無や過去１年間の
東京協会主催の研修への参加の有無、協会活動への参画について尋ねた。②については、
藤野（2001）が開発したストレッサー尺度を用いた。この尺度は、既存の様々な尺度を
もとに、藤野が福祉関係者の助言を経て、主に関西圏の社会福祉従事者を対象に調査を行
い開発したものである。これはストレスを感じる出来事や状況をどのくらい体験したかに
よってストレッサーとなっているものを探っていく尺度となっている。各質問項目を最近
6ヶ月間にどのくらいの体験をしたかについて、「ない（＝ 1）」、「まれにある（＝ 2）」、「時々
ある（＝ 3）」、「しばしばある（＝ 4）」、「いつもある（＝ 5）」の 5件法でたずねた。なお、
この尺度の 63項目は「利用者・利用者家族」カテゴリーが 3因子、「同僚・上司・組織」
カテゴリーが 3因子、「他職種・他機関」カテゴリーが 1因子、「制度・法律」カテゴリ
ーが 1因子、「業務特性」カテゴリーが 3因子の 5カテゴリー 11因子から成る下位尺度
で構成されている（表 1参照）。
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表１　ストレッサー尺度の構成（5カテゴリー 11 因子）
「利用者・利用者家族」
　【利用者の家族とのかかわり】
　【利用者とのかかわり】
　【専門職として】
「同僚・上司・組織」
　【組織のなかでの自分の役割・立場】
　【同僚との関係】
　【上司・部下との関係】
「他職種・他機関」
　【他機関・他職種との関係】
「制度・法律」
　【制度・法律】
「業務特性」
　【残業や事務作業】
　【思うようにいかない状況】
　【やらなければならないことへの対応】
「　」はカテゴリー名、【　】は因子名を表す。
　筆者らがこの尺度を採用した理由であるが、正会員が実践場面や業務上、どのような状
況に置かれているのかを把握するために探索した既存の尺度のなかで最も調査班が把握し
たい内容に近い尺度であったためである。
５．倫理的配慮
　調査説明文および調査票について、（一社）東京精神保健福祉士協会理事会での承認
（2015年 10月 21日）を経た。また、正会員に対し、文書を用いて本調査の趣旨及び倫
理的配慮（匿名性の確保、調査への協力をしなくとも不利益はないこと、結果の公表の仕
方、データの管理等）について説明し、調査票の返送を持って調査協力に同意したことと
した。
Ⅲ　調査結果
１．回答者の基本的属性について（表２参照）
　性別は、191人中、男性は 62人（32.5％）で 3割強、女性は 129人（67.5％）で 7割
弱であった。回答者の年齢は 10歳幅で集計し、平均年齢は 42.2歳（SD＝ 10.2）であった。
30歳台が最も多く約 35％を占めており、次いで 40歳台、50歳台が多い状況であった。
精神保健福祉士取得後の経験年数は平均で 8.7年（SD＝ 5.18）であり、16年が最も多
かった。精神保健福祉士取得後の経験年数であるが、第 1回国家試験が平成 11年 1月
23・24日に実施されていることから、精神保健福祉士の登録は最短で平成 11年 4月で
ある。その時点から起算すると、精神保健福祉士取得後の経験年数は調査施行時点で最長
「16年 7ヶ月」となる。回答では「16年 7ヶ月」を超える実経験年数を記載したものが
あったため、それらは「16年 7ヶ月」で値の再割り当てを施した。今回の調査では、経
験年数が「満」になった年数の平均値を算出した。経験年数を 3年ごとのグループでカ
テゴリー化したところ、10～ 12年目、13～ 15年目の層が他の年数層に比べてやや少な
かった。
　回答者が所属する事業所の種別については、精神科病院に勤務する回答者が 44人
（23.0％）と多く、次に障害者総合支援法に基づく施設（就労・訓練系）に勤務する回答
者が 26人（13.6％）であった。191人の回答のうち、「回答なし」の 2人を除く 189人
が所属する事業所（部署）の事業種別を、［医療機関系］・［障害者支援施設系］・［行政機関・
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社協系］・［その他］の４グループ化し比較した（表 2参照）。これにより、［医療機関系］
と［障害者支援施設系］で 7割強を占めることが分かるとともに、［医療機関系］と［障
害者支援施設系］に勤務する回答者の割合の差が大きくひらいていないことが明らかにな
った。
　職場における立場では、現場業務を行う一般職が 110人（57.6％）と半分以上を占め
ているが、指導職・管理職等の組織運営管理を担う回答者も 81人（42.4％）であり、4
割強であることが分かった。
表２　回答者の基本的属性（n=191）
性別 男性  62人（32.5%） 経験年数 1～ 3年目 38人（19.9%）
女性 129人（67.5%） 4～ 6年目 34人（17.8%）
7～ 9年目 37人（19.4%）
年齢 20～ 29歳 18人（ 9.4%） 10～ 12年目 27人（14.1%）
30～ 39歳 66人（34.6%） 13～ 15年目 19人（ 9.9%）
40～ 49歳 53人（27.7%） 16年以上 34人（17.8%）
50～ 59歳 43人（22.5%） 回答なし  2人（ 1.0%）
60～ 69歳  7人（ 3.7%）
70～ 79歳  2人（ 1.0%）
回答なし  2人（ 1.0%）
種別 医療機関系 77人（40.3%） 職場立場 一般職 110人（57.6%）
障害者支援施設系 66人（34.6%） 指導職・管理職等  81人（42.4%）
行政機関・社協系 21人（11.0%）
その他 25人（13.1%）
回答なし  2人（ 1.0%）
２．人材育成環境について（表３参照）
　職場内にスーパービジョン体制（以下、SV体制）が整っているかを尋ねたところ、「い
いえ」と回答した方が 141人（73.8％）にのぼった。職場内にまだまだ SV体制が整っ
ていない現状が明らかになった。また、職場外の助言者等の協力を得て、SV体制が整っ
ているかを尋ねたところ、「いいえ」と回答した方が 149人（78.0％）にのぼった。職場
内にも増して職場外の助言者等の協力を得た SV体制の整備は困難な実態が浮かび上がっ
た。
表３　SV体制の有無（n=191）
職場内 SV体制
あり  49（25.7%）
職場外 SV体制
あり  41（21.5%）
なし 141（73.8%） なし 149（78.0%）
回答なし  1（ 0.5%） 回答なし  1（ 0.5%）
３．東京協会の研修や協会活動への参加について
　過去 1年間の東京協会主催の研修への参加の有無について尋ねたところ、参加したこ
とがある回答者が 108人（56.5％）と半数を超えており、まだ 4割強の回答者が参加し
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ていなかった（表 4参照）。研修参加の有無と性別・経験年数・事業種別・職場の立場・
SV体制との関係をカイ二乗検定したところ、統計学的な有意差は見られなかった。
　東京協会の活動（各委員会や部の運営活動）への参画の有無について尋ねたところ、参
画したことがない方が 154人（80.6％）にのぼった（表 4参照）。その理由は把握できて
いないものの、なかには参画の方法が分からずにいる回答者もいると推察される。研修へ
の参加と併せて、協会活動の可視化とアクセスの方法を検討する必要がある。
表４　東京協会の研修や協会活動への参加の有無（n=191）
研修への参加
あり 108（56.5%）
協会活動への参画
あり  36（18.9%）
なし  83（43.5%） なし 154（80.6%）
回答なし  1（ 0.5%）
　協会活動への参画の有無と性別・経験年数・事業種別・職場の立場・SV体制との関係
をカイ二乗検定したところ、統計学的な有意差は見られなかった。どのような属性の回答
者が協会活動へ参画しているのかを把握するために、表 5・6・7へ結果を示す。性別では、
やや女性の回答者が半数を超えているものの、男性との差は大きくない。職場の立場では、
6割が現場業務を行う一般職の回答者であった。また、経験年数では、16年以上の回答
者で３割を占め、次に 10～ 12年目の回答者であることから、協会活動への参画は現場
で中堅やベテランと呼ばれる回答者が多いことが読み取れる。
表５　協会活動への参画と性別との関係（n=190）
男性 女性 合計
協会活動への参画
あり 16人（44.4%） 20人（55.6%） 36人（100%）
なし 45人（29.2%） 109人（70.8%） 154人（100%）
合計 61人（32.1%） 129人（67.9%） 190人（100%）
表６　協会活動への参画と職場立場の関係（n=190）
一般職 指導職・管理職等 合計
協会活動への参画
あり 22人（61.1%） 14人（38.9%） 36人（100%）
なし 88人（57.1%） 66人（42.9%） 154人（100%）
合計 110人（57.9%） 80人（42.1%） 190人（100%）
表７　協会活動への参画と経験年数との関係（n=188）
1～ 3年目 4～ 6年目 7～ 9年目 10～12年目 13～15年目 16年以上 合計
協会活動への参画
あり
 5人
（13.9%）
 3人
（ 8.3%）
 6人
（16.7%）
 7人
（19.4%）
 4人
（11.1%）
11人
（30.6%）
 36人
（100%）
なし
33人
（21.7%）
31人
（20.4%）
31人
（20.4%）
20人
（13.2%）
15人
（ 9.9%）
22人
（14.5%）
152人
（100%）
合計
38人
（20.2%）
34人
（18.1%）
37人
（19.7%）
27人
（14.4%）
19人
（10.1%）
33人
（17.6%）
188人
（100%）
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４．回答者の実践場面や業務における状況について
　回答者の実践場面や業務における状況を把握するため、藤野（2001）のストレッサー
尺度 5カテゴリーごとの尺度平均値を算出した。この尺度は開発にあたり、カテゴリー
ごとに因子分析が行われている。また、一定の信頼性・妥当性が検証されているため、本
調査ではカテゴリーごとに平均値と標準偏差を算出した。平均値の高い順に結果を示す（表
8参照）。これにより平均値が高いほど、ストレスを感じる出来事・状況であることが分
かる。
表８　カテゴリーごとの尺度得点（n=190　リストごとに削除後）
順位 カテゴリー  平均 標準偏差
1 制度・法律 3.49 0.798 
2 業務特性 2.59 0.732 
3 他職種・他機関 2.22 0.682 
4 利用者・利用者家族 2.21 0.579 
5 同僚・上司・組織 2.05 0.680 
　この結果より、「時々ある（＝ 3）」以上の平均値のカテゴリーは「制度・法律」であり、
回答者にとって利用者や家族といったミクロレベルよりも、制度・法律といったマクロレ
ベルの環境がよりストレッサーとなっていることが浮かび上がった。また、メゾレベルに
おいては、同僚・上司との関係より、他職種・他機関との関係のほうがややストレスが高
いことが分かった。
　次に、5つのカテゴリー間に相関関係があるのかを分析するために、Pearsonの相関係
数を算出した。これによりカテゴリー間の回答の傾向がどの程度似通っているかを検討す
ることができる。結果は以下の通りである（表 9参照）
表９　カテゴリー間の相関関係
利用者・利用者家族 同僚・上司・組織 他職種・他機関 制度・法律 業務特性
利用者・利用者家族 － .49** .64** .36** .45**
同僚・上司・組織 － .65** .40** .50**
他職種・他機関 － .50** .57**
制度・法律 － .49**
業務特性 －
** p < .01
　この結果より、5つのカテゴリー全ての組み合わせにおいて、1％の有意水準で統計的
に相関関係が有意であった。特に、「同僚・上司・組織」カテゴリーと「他職種・他機関」
カテゴリー、「利用者・利用者家族」カテゴリーと「他職種・他機関」カテゴリーの相関
はやや強い相関関係にあった。つまり、「同僚・上司・組織」カテゴリーにおいてストレ
スをより多く感じる回答者は「他職種・他機関」カテゴリーにおいてもストレスを感じる
傾向が高く、「利用者・利用者家族」カテゴリーにおいてストレスをより多く感じる回答
者は「他職種・他機関」カテゴリーにおいてもストレスを感じる傾向が高い。
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５．東京協会の研修参加に影響を与える要因について
　過去 1年間の東京協会主催の研修への参加に影響を与える要因を明らかにするため、研
修参加の有無を目的変数としてロジスティック回帰分析（強制投入法）を行った。説明変
数は回答者の基本的属性、SV体制、協会活動への参画、ストレッサー尺度 5カテゴリー
尺度平均値とし、投入した変数については多重共線性を避けるため、説明変数間の相関係
数を算出した。その結果、相関係数は全て 0.7以下であったため、多重共線性の問題はな
いと判断した。なお、ロジスティック回帰分析の適合性は Hosmerと Lemeshowの検定
で判断した。有意水準は５％とした。表 10に有意な変数のみ結果を示す。
表 10　研修参加の有無を目的変数としたロジスティック回帰分析により選択された要因
説明変数 B オッズ比 95%信頼区間 P値
性別
（基準：男性）
.821  2.274 1.033 ‒ 5.005 .041
協会活動への参画
（基準：あり）
‒ 2.465  .085 0.026 ‒ 0.283 .000
他職種・他機関 1.318  3.737 1.548 ‒ 9.020 .003
Nagelkerke R2乗：0.313
　ロジスティック回帰分析の結果、選択された要因は「性別」、「協会活動への参画」、「他
職種・他機関」（ストレッサー尺度カテゴリー）であり、「他職種・他機関」のオッズ比が
最も高く、研修参加へ影響を与えている。Hosmerと Lemeshowの検定の統計量は x2＝
3.643（p > 0.05）であり、帰無仮説が採択された。よってロジスティック回帰分析で得
られたモデルは適合しているといえる。
　この結果より、男性は女性に比べて研修に参加することが予測され、「他職種・他機関」
領域でストレッサーをより多く体験している人は体験が少ない人より研修に参加すること
が予測される。また、東京協会の活動に参画している人は参画していない人より研修に参
加する確率が低いと予測される。なお、表には記載していないが、有意水準を 10％でみ
ると、「制度・法律」領域でストレッサーをより多く体験しているほうが、研修により多
く参加していることが示唆された。
Ⅳ　考察
１．回答者に関する考察
　今回の回答者の傾向を見ると、30～ 50歳台の年齢層が厚く、経験年数も 7年以上が 6
割を占めることから、中堅、ベテランと呼ばれる回答者が多かったことが読み取れる。また、
所属機関については、本調査では［医療機関系］と［障害者支援施設系］の割合に大差が
なくなりつつある現状が浮かびあがり、精神保健福祉士の働く場が医療機関に留まらず、
多様化していることの証であると言える。精神保健福祉士の職能団体としては、経験年数
や所属機関を含めて多様な会員が増えていることを意識した組織運営が望まれる。
　SV体制については職場内に整備されていない割合が 7割を超えていた。SVとは本来、
職場内で行われる専門職養成の方法でありプロセスでもあるが、精神保健福祉士の先輩が
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いない職場や先輩がいたとしても SVを経験したことがなく、どのように展開すればいい
のか分からない会員も多いのではないだろうか。SV体制の促進に職能団体がどのように
貢献ができるのか、検討していく必要がある。
　東京協会が提供する研修には 5割強の回答者が参加しているが、まだ 4割の回答者が
研修に参加していないことが明らかになった。今後は、研修に参加できない理由を明らか
にしたうえで、研修への参加率を高める取り組みが求められる。
　東京協会の活動（委員会や部の運営活動）への参画についてであるが、実に 8割の回
答者が参画していないことが明らかになった。参画している回答者の傾向としては、現場
で中堅やベテランと呼ばれる精神保健福祉士であることが読み取れるが、現場の実践から
社会的課題を見出し、職能団体を通じて社会的に活動を展開することはソーシャルワーク
の専門職としては非常に重要な視点である。多忙な日々にありながらも、所属組織を超え
て活動の場を広げることができるよう、職能団体の意義と参画への仕組みを整備する必要
があろう。
２．実践場面や業務における状況に関する考察
　ストレッサー尺度の全体的な傾向を見ると、利用者への日々の支援からミクロレベルの
ストレスがより高いのではないかという予想に反して、他のカテゴリーに比べ、【制度・
法律】に対するストレスがより高かったことは、筆者らとしては意外な結果であった。し
かし、そもそも利用者支援の職業を選択した者であるゆえ、他の項目と比較したときには
ストレスを感じる度合いが低いのではないかと解釈できる。また、障害者自立支援法（現、
障害者総合支援法）に始まる近年の障害者福祉にかかわる制度の目まぐるしい変遷に現場
の精神保健福祉士らがかなり翻弄されていることを踏まえると、【制度・法律】へのスト
レスがより高いことは頷ける。利用者の将来への希望の実現や権利擁護の観点において、
既存の制度・法律の運用に関して思うようにいかないことが多いと感じてもいるのではな
いだろうか。
　一方、平均値が低い（「まれにある（＝ 2）」）カテゴリーは「同僚・上司・組織」であった。
このカテゴリーは組織における同僚・上司との関係や自分の役割を表す因子で構成されて
いるが、平均値が相対的に低いからといって、組織などのメゾレベルにおいてのストレス
を看過するわけにはいかないであろう。田辺（2002：86 ‒ 95）は社会福祉士を対象にバ
ーンアウト調査を実施しているが、バーンアウトにかかわりの深い職場のストレス要因と
して、職務の方針や権限に関する問題、職場環境（人間関係を含む）や研修に関する問題
等の要因が明らかになったと報告している。このことからも、組織における役割や人間関
係のストレスは過小評価せず、調査を実施した時期の制度施策の影響なども考慮した上で、
更なる精査が必要となる。
３．東京協会の研修参加に影響を与える要因に関する考察
　ロジスティック回帰分析の結果、研修への参加に影響を与えている要因は「性別」、「協
会活動への参画」、「他職種・他機関」であった。研修参加への影響が大きい要因から考察
を進める。
　まず、影響を与える要因としてオッズ比が最も高いものはストレッサー尺度の「他職種・
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他機関」カテゴリーであった。このことは、過去 1年間の東京協会の研修への参加に影
響を与える要因として、「他職種・他機関」領域においてストレッサーをより多く体験し
ている方がより多く研修に参加していることを表す。このカテゴリーは他職種や他機関と
のかかわりのなかで体験する支援方針の対立や業務内容への批判、自分の役割に関する項
目で構成されている。
　国が「精神保健医療福祉の改革ビジョン」（厚生労働省 2004）にて入院医療中心から地
域生活中心へと精神障害者福祉の方向性を転換したことを契機に、長期入院者の地域移行
支援が加速された。また、医療や障害福祉サービスの機能分化も促進され、利用者の多様
な生活ニーズに対応するためには他職種・他機関との協働、連携が益々必要となっている。
このような現場の状況において、精神保健福祉士には利用者と様々な人、サービスを結び
つける多様な機能の発揮が求められていると言える（公益社団法人日本精神保健福祉士協
会 2014：29 ‒ 35）。利用者と利用者を取り巻く環境を媒介することが精神保健福祉士の
機能の 1つであるならば、当然そこに身を置く精神保健福祉士はシステムの狭間でスト
レスを感じることも増えてくることになる。しかしながら、他職種・他機関との協働、連
携の必要性は叫ばれるものの、「具体的にどのようにすることが効果的な連携となるのか」
といった方法やそのためのスキルについては養成教育や現任教育においてもまだ不十分と
言えるだろう。この点については福島（2005：234 ‒ 236）も、実践の理念や方向性にと
どまらず、援助の方法、技法、技能などについてより具体的に実践スキルなどを含めて教
授していくことの必要性を述べており、本調査において研修参加に影響を与える要因とし
て選択されたことの意義は大きいだろう。
　次に影響が大きい「性別」についてであるが、過去 1年間の東京協会の研修には、男
性のほうがより多く参加していることを表している。東京協会の会員構成や本調査の回答
者においても女性の割合のほうが高いわけであるが、研修には男性のほうがより参加して
いることになる。この点についてだが、研修は通常、土曜日もしくは日曜日に開催される
ことが多い。そのため、子どものいる家庭では研修に参加しづらいという現実もあるだろ
う。特に女性は出産や育児などのライフイベントにより自身のキャリア形成をその都度柔
軟に見直していくことが求められたり、利用者のニーズに合わせて土日も開所している障
害福祉サービス事業所も増えているであろう。吉田（2011）は介護職員 18名を対象に介
護のやりがいや今後の不安等についてインタビュー調査を実施しているが、介護の仕事を
継続するための不安として、女性 11人中 5人が結婚や出産をした場合に働きづらくなる
のではないかという不安を語っている。吉田の調査対象は介護職員ではあるが、このよう
な不安は福祉・保健・医療領域の他の職種にも当てはまることであり、性差にかかわらず、
どのような状況にあっても研修へ参加できるよう、多様な研修の方法とスタイルを用意し
ていく必要はあるだろう。
　最後に、「協会活動への参画」であるが、唯一、研修参加に負の影響を与える要因とし
て選択された。すなわち、協会活動へ参画している人の過去 1年間の研修参加は、協会
活動に参画していない人と比べて低いことを表す。この結果の解釈は難しいところである
が、筆頭筆者自身の実体験も踏まえて考察していく。東京協会において、理事等の役員や
各委員会で中核的な人材として活躍している会員は、経験年数が 7年以上のいわゆる中
堅以上の精神保健福祉士が多い。このような立場にある精神保健福祉士は所属機関におい
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て、役職に就いていなくても指導者や管理者的な立場で職務を遂行し、多忙である。併せ
て、協会活動に取り組むほか、他の団体等でも中核的な人材として活躍し、複数の役割を
担っている状況にあろう。その意味において、研修を含む協会活動の運営等に積極的に参
画しているために、自身が研修を受ける機会が相対的に減っているのではないかと推察さ
れる。この現象は、協会活動に参画していることが精神保健福祉士としての質の向上につ
ながらないことを意味するものではなく、研修の企画や社会的課題への組織的関与などの
協会活動を通して、ソーシャルワークに必要とされる包括的視点（人と状況の全体関連性）
やソーシャルアクションの力量を高めているのではないだろうか。
Ⅴ　おわりに
　本研究は、東京協会の調査結果をふまえた追加の分析を行うことで、研修参加に影響を
与える要因を明らかにすることができた。要因としては、「性別」、「協会活動への参画」、「他
職種・他機関」（ストレッサー尺度カテゴリー）の 3つが有意に選択され、「他職種・他機関」
が最も高く研修参加へ影響を与えていた。精神保健福祉士が持つ媒介機能を反映した要因
が選択されたことは意義があったと考える。
　次に、今後の課題について述べる。まず、本調査で構築したロジスティック回帰モデル
は全体で 70.3％の正答率であった。ストレッサー尺度の 5カテゴリーでは、「他職種・他
機関」のカテゴリーのみが有意となったが、研修参加に影響を与える要因は複雑であるた
め、今後さらに精査していきたい。このことに関連して、精神保健福祉士の職場における
状況をどのような尺度を用いて把握していくのかについても検討が必要である。本調査で
は、ストレッサー尺度を用いたが、職務ストレスや疲労感など様々な切り口で把握するこ
とも可能であり、職能団体として調査を実施する際には、単なる実態調査に留まらず組織
的課題や会員のニーズを抽出できるよう調査体制の強化を図ることも重要となろう。
　最後になるが、この場をかりて、本調査にご協力いただいた会員の皆様に心より御礼申
し上げる。
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